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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 28,539 △12.0 106 △67.6 168 △61.1 41 △43.7
21年3月期第2四半期 32,442 ― 327 ― 432 ― 73 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 1.26 ―
21年3月期第2四半期 2.24 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 56,235 18,735 33.3 568.65
21年3月期 64,563 18,826 29.2 571.38

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  18,735百万円 21年3月期  18,826百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 14.00 14.00
22年3月期 ― ―
22年3月期 

（予想）
― 12.00 12.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 82,000 △5.2 2,150 △26.7 2,200 △27.5 1,050 △11.9 31.87



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
詳細は６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご参照ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

詳細は６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご参照ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる
場合があります。なお、業績予想に関する事項は、５ページ【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報をご参照ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 34,000,000株 21年3月期  34,000,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  1,053,661株 21年3月期  1,051,685株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 32,947,472株 21年3月期第2四半期 32,952,009株



平成22年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日）  
(％表示は対前期増減率) 

（注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無   有 

（参考）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

通期 

百万円

80,500

％

△ 6.0

百万円

2,000

％

△ 29.5

百万円

2,100

％

△ 29.8

百万円

1,000

％

△ 16.5

円 銭

30.35



 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済を顧みますと、世界的な不況の影響を受け景気の低迷が続く中で、

政府の経済対策の効果や企業の在庫調整の進展により生産が回復するなど、一部に底入れの兆しが見られ始めました

が、全体としては企業収益や雇用情勢は依然として厳しい状況で推移しております。 

 当社グループの関連事業の環境は、設備工事事業につきましては、官公需の減少に加えて、景気低迷に伴う民間企

業の設備投資の削減により、全体の需要は大きく縮小しました。精密環境制御機器の製造販売事業につきましても、

前年度に引き続き半導体製造装置向けの需要が低水準で推移する中で、前年度中盤過ぎまで順調に推移した液晶製造

装置向け需要が、液晶テレビの購買力の低下や液晶パネルの価格の下落に伴い急減速し、当第２四半期連結累計期間

の機器製品全体の受注高、売上高は前年同期を大幅に下回りました。 

 こうした経営環境の下で、当社グループは業績の向上に総力を上げて取り組んでまいりました。その結果、当第２

四半期連結累計期間の売上高は285億３千９百万円（前年同期比12.0％減少）、営業利益は１億６百万円（前年同期

比67.6％減少）、経常利益は１億６千８百万円（前年同期比61.1％減少）、四半期純利益は４千１百万円（前年同期

比43.7％減少）、となりました。 
  
事業の種類別セグメントの概況は次のとおりです。 
  
<設備工事事業> 

売上高     25,984百万円  （△ 2.4％） 

営業利益          377百万円  （△28.4％） 

受注高は329億５千８百万円で前年同期比22.1％の減少となりました。 

売上高につきましては、前年同期比2.4％の減少となり、売上総利益率も前年同期を若干下回りました。販

売費及び一般管理費は前年同期より減少しましたが、売上総利益の減少により営業利益は前年同期比28.4％

の減少となりました。  

<機器製造販売事業> 

売上高      2,555百万円  （△56.0％）  

営業損失          271百万円  （  － ） 

受注高は27億１百万円で前年同期比60.3％の減少となりました。 

売上高につきましては、受注高の大幅な減少を受け、前年同期比56.0％の減少となりました。前年同期に発

生した一部製品の開発コストの負担が無くなり、手数料や荷造運送費などの販売費も減少しましたが、大幅

な売上高減少の影響により２億７千１百万円の営業損失となりました。   

  

（１）資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産が562億３千５百万円（前年末比83億２千７百万円減少）と

なりました。主な増加は、未成工事支出金の増加51億２千１百万円です。主な減少は、現金預金の減少27億５千

９百万円、受取手形・完成工事未収入金等の減少115億５千４百万円です。 

 負債総額は375億円（前年末比82億３千６百万円減少）となりました。主な増加は、未成工事受入金の増加11億

２百万円、主な減少は、支払手形・工事未払金等の減少66億４千３百万円、共同企業体工事の預り金など、その

他流動負債の減少11億円、長期及び短期借入金の返済による減少６億５千２百万円、未払法人税等の減少７億２

百万円です。 

 純資産は187億３千５百万円（前年度末比９千１百万円減少）となりました。これは、配当金の支払４億６千１

百万円、四半期純利益４千１百万円、その他有価証券評価差額金の増加３億９百万円などによるものです。  
  
（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より27億５

千９百万円減少し、42億９百万円となりました。 
   
(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の減少は15億３千７百万円（前年同期比19億９百万円

減少）となりました。これは、売上債権の回収や未成工事受入金などの収入は仕入債務の支払や未成工事支出金

等の投入による支出を10億６千万円上回りましたが、その他支出（消費税や共同企業体パートナーへの支払等）

21億８千４百万円や法人税等の支払７億４千５百万円などの支出により減少したものです。 
  
(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

  当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は８千万円（前年同期比９億９千３百万円減

少）となりました。これは、主として有形・無形（ソフトウエア）固定資産の取得によるものです。 

   

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は11億２千１百万円（前年同期比２億２千７百

万円増加）となりました。これは、借入金の返済と配当金の支払によるものです。 

  

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



  

 当社グループのコア事業である設備工事事業につきましては、建設市場の更なる縮小が懸念されるところであり、

機器製造販売事業につきましては、年度終盤にかけて受注高の回復は期待されるものの、売上高の回復は厳しい状況

です。 

 当第２四半期連結累計期間における設備工事事業、機器製造販売事業の実績を踏まえ、通期の業績予想を下記のと

おり修正いたしました。 

  

受注高につきましては730億円（前回発表予想805億円）を見込んでおります。  

  

  

（参考） 平成２2年３月期の通期個別業績予想  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報

          (単位 百万円）

    売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

   前回発表予想(A) 90,500 2,150 2,200 1,050

   今回修正予想(B) 82,000 2,150 2,200 1,050

   増減額(B一A) △ 8,500 － － －

   増減率（％） △9.4 － － －

   前期実績 86,534 2,932 3,033 1,192

          (単位 百万円）

    売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

   前回発表予想(A) 89,000 2,000 2,100 1,000

    今回修正予想(B) 80,500 2,000 2,100 1,000

   増減額(B一A) △ 8,500 － － －

   増減率（％） △9.6 － － －

   前期実績 85,648 2,838 2,993 1,197



  

  

 該当事項はありません。   

  

①簡便な会計処理   

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認

められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。  

  

２．たな卸資産の評価方法  

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

３．固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

  

４．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法人税の納付税額の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によ

っております。繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予

測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 

   

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

  該当事項はありません。   

  

  

１．重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

 たな卸資産 

 材料貯蔵品 

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成20年９月26日）が平成22年３月31日

以前に開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴い、第１四半期連結会計期間から当会

計基準を適用し、貯蔵品の評価方法を後入先出法から移動平均法に変更しております。 

 なお、この変更による当第２四半期連結累計期間に係る損益への影響は軽微であります。  

      

２．完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、工事期

間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準

第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から当第２四半期

連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗

率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、

工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工事については

工事完成基準を引き続き適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間に係る完成工事高は31億３

千６百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が、それぞれ３億６千万円増加して

おります。  

 なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載しております。   

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 4,209 6,969

受取手形・完成工事未収入金等 21,424 32,979

製品 177 170

未成工事支出金 13,394 8,273

仕掛品 895 788

材料貯蔵品 133 147

その他 2,868 2,274

貸倒引当金 △62 △74

流動資産合計 43,040 51,529

固定資産   

有形固定資産 5,252 5,392

無形固定資産 407 392

投資その他の資産   

投資有価証券 5,713 5,185

その他 1,958 2,176

貸倒引当金 △136 △112

投資その他の資産計 7,535 7,248

固定資産合計 13,194 13,033

資産合計 56,235 64,563

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 22,836 29,480

短期借入金 3,004 3,404

未払法人税等 104 806

未成工事受入金 6,330 5,228

引当金 70 143

その他 1,182 2,283

流動負債合計 33,528 41,345

固定負債   

長期借入金 1,236 1,488

退職給付引当金 2,503 2,544

その他 233 359

固定負債合計 3,972 4,391

負債合計 37,500 45,737



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,857 3,857

資本剰余金 3,721 3,721

利益剰余金 10,980 11,400

自己株式 △375 △375

株主資本合計 18,183 18,604

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 618 308

為替換算調整勘定 △66 △87

評価・換算差額等合計 551 221

純資産合計 18,735 18,826

負債純資産合計 56,235 64,563



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

売上高 32,442 28,539

売上原価 29,500 25,916

売上総利益 2,941 2,622

販売費及び一般管理費 2,613 2,516

営業利益 327 106

営業外収益   

受取利息 9 1

受取配当金 143 88

その他 40 39

営業外収益合計 193 129

営業外費用   

支払利息 70 49

その他 17 17

営業外費用合計 88 67

経常利益 432 168

特別利益   

貸倒引当金戻入額 16 －

補助金収入 3 －

特別利益合計 19 －

特別損失   

固定資産処分損 0 2

ゴルフ会員権評価損 1 10

投資有価証券売却損 9 －

投資有価証券評価損 168 －

特別損失合計 180 12

税金等調整前四半期純利益 271 155

法人税、住民税及び事業税 78 72

法人税等調整額 119 41

法人税等合計 197 114

四半期純利益 73 41



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 271 155

減価償却費 198 204

有形固定資産処分損益（△は益） 0 2

ゴルフ会員権評価損 － 10

投資有価証券評価損益（△は益） 168 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 △41

受取利息及び受取配当金 △153 △90

支払利息 70 49

投資有価証券売却損益（△は益） 9 －

売上債権の増減額（△は増加） 5,513 11,823

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △5,401 △5,221

仕入債務の増減額（△は減少） △4,289 △6,643

未成工事受入金の増減額（△は減少） 5,277 1,102

その他 △1,035 △2,184

小計 621 △830

利息及び配当金の受取額 153 90

利息の支払額 △70 △50

法人税等の支払額 △332 △745

営業活動によるキャッシュ・フロー 371 △1,537

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △116 △13

無形固定資産の取得による支出 △13 △55

投資有価証券の取得による支出 △8 △2

投資有価証券の売却による収入 10 －

投資有価証券の償還による収入 1,000 －

その他 40 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー 912 △80

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △700 △400

長期借入金の返済による支出 △252 △252

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △395 △461

その他 － △7

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,348 △1,121

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △60 △2,759

現金及び現金同等物の期首残高 6,124 6,969

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,063 4,209



 該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）   

  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日）   

  

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類に基づいて区分しております。  

   ２．各区分に属する主要な事業の内容  

   ３．会計方針の変更による影響額  

前第２四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年９月30日）  

（完成工事高の計上基準の変更） 

 従来、完成工事高の計上は、工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以

上の工事については、工事進行基準を適用することに変更いたしました。 

 なお、この変更による第２四半期連結累計期間に係る設備工事事業の売上高及び損益への影響は軽

微であります。 

  

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 従来、原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計

基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、第２四半期連結累計期間に係る機器製造販売

事業の営業損失は14百万円増加しております。 

   

当第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

（完成工事高の計上基準の変更）     

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、平成20年４月１日以後に新たに着手した工事

で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用しておりましたが、第１四半期連結会計期間から「工事契約に関す

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
設備工事 
事  業 
（百万円） 

機器製造 
販売事業 
（百万円） 

  
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  26,632  5,809  32,442  －  32,442

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
 14  －  14  (14)  －

計  26,647  5,809  32,457  (14)  32,442

営業利益または営業損失(△)  527  △199  327  －  327

  
設備工事 
事  業 
（百万円） 

機器製造 
販売事業 
（百万円） 

  
計 

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

  
連結 

（百万円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  25,984  2,555  28,539  －  28,539

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高 
 10  －  10  (10)  －

計  25,994  2,555  28,550  (10)  28,539

営業利益または営業損失(△)  377  △271  106  －  106

設 備 工 事 事 業 ：空気調和衛生設備の設計・監督・施工 

機器製造販売事業：精密環境制御機器の製造販売 



る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）が適用されたことに伴い、第１四半期連結

会計期間に着手した工事契約から当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性

が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の

工事については工事完成基準を適用しております。 

 なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、平成20年４月１日以後に新たに着手した

工事で、工事期間が１年以上でかつ請負金額が３億円以上の工事については工事進行基準を、その他

の工事については工事完成基準を引き続き適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合と比べて、当第２四半期連結累計期間に係る設備工事事

業の完成工事高は3,136百万円増加し、営業利益は360百万円増加しております。  

  

   

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。  

  

  

 該当事項はありません。 

  

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



（１）連結受注高                                 （単位：百万円）   

  

  

（２）個別受注高                                 （単位：百万円） 

  

  

  

  

６．その他の情報

区分 

前年同四半期 当四半期 

比 較 増 減増 減 率平成21年３月期 平成22年３月期 

第２四半期累計期間 第２四半期累計期間 

  空 調 工 事 33,944( 69.1%) 21,793( 61.1%) △12,151 △35.8%

設 備 工 事 事 業衛 生 工 事 8,341( 17.0%) 11,165( 31.3%) 2,824 33.9%

  計 42,285( 86.1%) 32,958( 92.4%) △9,327 △22.1%

機 器 製 造 販 売 事 業 6,803( 13.9%) 2,701( 7.6%) △4,102 △60.3%

合 計 49,089( 100.0%) 35,660( 100.0%) △13,429 △27.4%

区分 

前年同四半期 当四半期 

比 較 増 減増 減 率平成21年３月期 平成22年３月期 

第２四半期累計期間 第２四半期累計期間 

  空 調 工 事 33,850( 69.1%) 21,120( 60.4%) △12,730 △37.6%

設 備 工 事 事 業衛 生 工 事 8,306( 17.0%) 11,139( 31.9%) 2,833 34.1%

  計 42,156( 86.1%) 32,259( 92.3%) △9,896 △23.5%

機 器 製 造 販 売 事 業 6,803( 13.9%) 2,701( 7.7%) △4,102 △60.3%

合 計 48,960( 100.0%) 34,961( 100.0%) △13,998 △28.6%
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